
(証券コード4570)
平成25年６月５日

株 主 各 位
群馬県藤岡市中字東田1091番地１

株 式 会 社 免 疫 生 物 研 究 所

代表取締役社長 清 藤 勉

第31期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第31期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう

ご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただ

き、平成25年６月26日（水曜日）午後５時までに到着するようご送付いただきたくお願い申し上

げます。

敬 具

記

1. 日 時 平成25年６月27日（木曜日）午前10時

2. 場 所 群馬県高崎市問屋町２－７

　ビエント高崎 ６０２号室

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3. 会議の目的事項

報告事項 第31期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件

決議事項

　 第１号議案 剰余金の処分の件

　 第２号議案 取締役７名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。

◎招集通知添付書類並びに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じた場合は、修正後
の事項をインターネット上の当社ウェブサイト(http://www.ibl-japan.co.jp)に掲載いたしま
すのでご了承ください。
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(添付書類)

事 業 報 告
（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

1. 会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当事業年度における我が国経済は、欧州諸国の債務危機問題や新興国の景気減速懸念など

に加え、長期化するデフレの影響から先行き不透明な状況が続く中、12月の政権交代以降、

経済政策及び金融緩和への期待から円高の是正・株価の回復が進行したことにより、景気回

復の期待感が膨らみました。また一方では、エネルギー価格の上昇、雇用や所得面の回復が

伸び悩み、先行き不透明感が払拭しきれない状況にありました。

当社の属する医薬品業界は、高齢化が進行する中、医薬品需要は増加傾向にあるものの、

後発品の普及促進、薬価改訂による薬価引き下げ等の医療費抑制により、引き続き厳しい状

況にあります。

このような状況の下、当社は、開発面において、新規開発の遺伝子組換えカイコ事業及び

医薬品の研究開発並びに研究用試薬の新製品開発に資源を集中し、開発スピードの加速、製

品品質の向上、製品使用に対する安全対策の強化を目指し、全社一丸となり進めてまいりま

した。また、営業面では、販売網の拡大を図る為、海外に子会社を複数展開し、国内販売体

制も全国に展開しているタカラバイオ株式会社と販売契約を締結し、売上高の増加を目指し

てまいりました。

その結果、当事業年度における販売につきましては、医薬用関連事業及びその他の事業で

ある遺伝子組換えカイコ事業においては、計画通り推移いたしましたが、研究用関連事業に

おいて、当社及びタカラバイオ株式会社との連携の準備遅れや同社海外子会社の販売開始時

期の遅れ等により、新規ユーザーの開拓が進まず、今までの既存ユーザーへの販売が主だっ

たため、前年を大幅に下回る売上高となりました。利益につきましては、製造効率の改善、

研究開発の選択と集中、販売管理費の経費削減を実施し、２期連続の黒字利益を確保するこ

とが出来ました。

なお、当事業年度のセグメント別での業績は、以下の通りとなりました。

・研究用関連事業

研究用関連事業における販売につきましては、タカラバイオ株式会社と販売契約を締結

し、研究用関連製品を国内外へ販売しております。

当事業年度の販売につきましては、海外においては、タカラバイオ株式会社の海外子会社

における当社の既存海外特約店との代理店契約締結及び新規海外ユーザーへの販売活動の遅

れにより、前年同期の売上高に比べ若干の減少となり、当初の想定売上高より大幅に減少い

たしました。

国内においては、当社が創業より顧客毎のニーズに応え製造・販売を行ってきた受託サー

ビスにおいて、契約関係や顧客要求事項の引継ぎの遅れにより受注が減少したこと、新規ユ
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ーザーの獲得が進まなかったこと、さらに、期待していた年度末需要の売上増が見られなか

ったことから、売上高は前年同期に比べ大幅に減少いたしました。また、当社取扱製品であ

る細胞培養関連試薬等においても、売上高が前年同期に比べ大幅に減少いたしました。これ

は、他社製品との価格競争が激化する中、価格競争力低下等の理由によると分析しておりま

す。一方で、当社が重要テーマとして取り組んでいるアルツハイマー病、がん・炎症及び糖

や脂質代謝関連疾患に関連する製品群の開発が進み、特徴を有する自社製品に対する販売増

が進んでおります。

その結果、研究用関連事業の売上高は568,015千円（前年同期比18.9％減）、営業利益は

63,142千円（同41.1％減）となりました。

・医薬用関連事業

医薬用関連事業では、体外診断用医薬品の販売において、自社製造の牛海綿状脳症に対す

る動物用体外診断用医薬品が好調に推移いたしました。取扱商品においては、当事業年度に

終了予定のヒト体外診断用医薬品のタゴシッドTDMキットの販売が医療機関、医療検査機関

等で堅調でありましたが、前期に販売終了している製品等の影響があり、前年同期に比べ若

干の減少となりました。また、医薬シーズライセンスに関しては、米国BG Medicine, Inc.

との抗ガレクチン－３抗体についての独占契約による契約料収入が発生いたしました。その

結果、売上高は195,756千円（同8.9％減）、営業損失は48,989千円（前年同期は83,733千円

の営業損失）となりました。なお、当セグメントにおいては将来に向けた重点的な研究開発

等を行っていることから営業損失となっております。

・その他

その他事業では、遺伝子組換えカイコによるカイコの繭中に目的タンパク質を産生する生

産技術により、自社抗体製品、動物用治療薬の原料、及びヒトコラーゲン配合化粧品原料の

開発・生産・販売を行っております。

　抗体製品・動物用治療薬の原料においては、順調に売上高も増加しており、高品質及び安

全性の認知度が向上しております。また、ヒトコラーゲン配合化粧品原料においては、大量

生産に成功し、「INCI名」登録も完了したことから、全世界に向けて販売活動を開始いたし

ました。

その結果、売上高は36,310千円、営業損失は5,633千円となりました。なお、遺伝子組換

えカイコによる事業は、今後、当社の新しい柱となる事業であり、研究開発を行っているこ

とから営業損失となっております。また、当セグメントにつきましては前年同期の実績があ

りませんので、前年同期の対比は行っておりません。

これらの結果、売上高は800,081千円（前年同期比12.6％減）、営業利益は8,518千円（前

年同期比63.8％減）となりました。また、経常利益につきましては、販売契約金の収入の計

上等により80,448千円（前年同期比47.0％増）、当期純利益につきましては、投資有価証券

の売却益の特別利益計上等により153,077千円（前年同期比257.4％増）となりました。
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当事業年度の剰余金の配当につきましては、利益を計上できたこと及び当社の創立３０周

年にあたることから、記念配当として１株あたり５０円の配当をさせていただきたいと存じ

ます。

セグメント別売上高

区 分
前事業年度 当事業年度 前年同期比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

研 究 用 関 連 事 業 700,450 76.5 568,015 71.0 △132,435 △18.9

医 薬 用 関 連 事 業 214,920 23.5 195,756 24.5 △19,163 △8.9

そ の 他 － － 36,310 4.5 36,310 －

合 計 915,370 100.0 800,081 100.0 △115,289 △12.6

(2) 設備投資等の状況

当事業年度における設備投資の総額は28,942千円であり、その主な内容は、製造に係る機

器類及び研究開発の更新及び増設であります。

(3) 資金調達の状況

当事業年度の所要資金は主に自己資金により充当いたしました。なお、運転資金及び事業

拡大に伴う投資資金の増加へ対応するため、短期借入金100百万円、長期借入金180百万円の

資金調達を行っております。

(4) 財産及び損益の状況の推移

区 分 第28期 第29期 第30期
第31期

(当事業年度)

売 上 高（千円) 1,059,411 1,059,574 915,370 800,081

経 常 利 益（千円) △189,857 △34,362 54,742 80,448

当 期 純 利 益（千円) △230,133 △103,519 42,828 153,077

１株当たり当期純利益 （円) △373.35 △167.94 69.48 248.34

総 資 産（千円) 2,376,726 2,261,142 2,289,338 2,614,078

純 資 産（千円) 2,154,750 2,048,748 2,092,968 2,247,202

１株当たり純資産額 （円) 3,495.73 3,323.80 3,395.54 3,645.77

(注) △印は、経常損失、当期純損失及び１株当たり当期純損失を示しております。
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(5) 対処すべき課題

① 抗体の市場環境とその対応

治療用医薬品あるいは診断用医薬品の開発には、多額の研究開発費と長い年月が必要で

あります。従って、これら医薬品の開発には、当社の人的資源と効率を鑑み、自社では製

品化するまでの全過程を行うことが可能かどうか注意深く検討してまいります。特に医薬

品においては、遺伝子組換えカイコ技術を用いたワクチンタンパク質の生産及び治療用医

薬品のシーズ開発に特化する方針であります。このように、当社は、医薬用関連事業への

積極的な投資によって、抗体に付加価値を付け、パイプラインを充実させることで企業価

値の最大化を追求いたします。

② パイプラインの拡充

医薬用関連事業においては、治療用医薬品及び診断用医薬品のさらなるパイプラインの

充実のため、現行の共同研究先である大学などに加え、新たに国内外の研究機関と連携し、

研究の推進を行う方針であります。また、海外企業が保有する有用なシーズの発掘も積極

的に行ってまいります。

③ 新規事業への取り組み

カイコの繭中に目的タンパク質を産生する生産技術は、理論上、現在の生産方法に比較

して製造コストを低減させることが可能です。短期的には、研究用試薬・体外診断用医薬

品にて使用する抗体をはじめとしたタンパク質の置換え利用、また化粧品原料等への産業

利用を推進し、具体的な生産受注を目指してまいります。また、有限会社生物資源研究所

とのカイコ繭による新しいインフルエンザワクチンの実用化に向けた共同研究を積極的に

進めてまいります。さらに、群馬県蚕糸技術センターとの共同研究により、大量生産法や

安定した飼育管理法の定着を目指しております。

④ 人材の確保及び教育

当社は、企業価値の最大化を追求するため、研究用関連事業、医薬用関連事業、及び遺

伝子組換えカイコ事業を積極的に展開してまいります。そのためには、当該事業に精通し

た研究員及びプロジェクトを推進できる人材の確保が必要不可欠となります。その方策と

して、研究開発の効率が高まるハード面とソフト面の両面から研究開発に適した環境作り

をいたします。

研究開発型企業である当社においては、自由な発想が生み出される柔軟な組織がふさわ

しいと考えております。組織が硬直化し、研究開発活動が滞ることがないように、常に問

題意識をもって物事に対処する集団として組織を維持運営いたします。

⑤ 財務安定性の確保

当社は、研究開発型企業として、積極的かつ継続的に研究開発に投資していく方針であ

りますが、投資の源泉は事業からの収益をもって行われることが望ましいと考えておりま

す。収益確保のため、現製品の見直しや間接部門コストの削減に努めてまいります。また、

研究テーマの選択を行い、経営資源を集中して効率的な経営を行うことが重要であると認

識しております。
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(6) 主要な事業内容

事 業 部 門 主 な 内 容

研 究 用 関 連 事 業
・抗体関連試薬販売
・その他の試薬販売
・試薬関連受託サービス

医 薬 用 関 連 事 業
・医薬シーズライセンス
・体外診断用医薬品販売

そ の 他 ・遺伝子組換えカイコ関連製品販売

(7) 主要な事業所

名 称 所 在 地

本 社 群馬県藤岡市中字東田1091番地１

三 笠 研 究 所 北海道三笠市

(注) 平成24年12月に大宮営業所を閉鎖いたしました。

(8) 従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

44名 2名減 41.2歳 11.5年

(注) 従業員数は就業人員であり、使用人兼務取締役４名及び臨時従業員10名は含んでおりま
せん。

(9) 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 群 馬 銀 行 100,000千円

株 式 会 社 東 和 銀 行 94,999千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 77,780千円

2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 2,000,000株

(2) 発行済株式の総数 616,400株（自己株式14株を含む。）

(3) 株主数 8,202名
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(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

清 藤 勉 112,370 18.23

松 井 証 券 株 式 会 社 29,240 4.74

岩 井 化 学 薬 品 株 式 会 社 20,000 3.24

栄 研 化 学 株 式 会 社 12,500 2.03

株 式 会 社 東 和 銀 行 10,000 1.62

大 阪 証 券 金 融 株 式 会 社 8,930 1.45

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 8,000 1.30

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 6,690 1.09

宇 佐 美 益 則 6,150 1.00

Ｉ Ｂ Ｌ 従 業 員 持 株 会 5,010 0.81

(注) 持株比率は、自己株式（14株）を控除して計算しております。

3. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成25年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 清 藤 勉 株式会社トランスジェニック社外取締役

取 締 役 木 下 憲 明 製造・商品開発部長兼経営企画室長

取 締 役 前 田 雅 弘 研究開発部長兼遺伝子組換えカイコ事業部長

取 締 役 中 川 正 人 財務経理部長

取 締 役 小野寺 昭 子 人事総務部長兼内部監査室長

取 締 役 宗 像 発 秋 日水製薬株式会社社外監査役

取 締 役 福 永 健 司
株式会社トランスジェニック代表取締役社長
福永公認会計士・税理士事務所代表

常 勤 監 査 役 今 泉 淨

監 査 役 石 原 靖 議

監 査 役 渡 辺 廣 之

(注) 1. 取締役福永健司氏は、社外取締役であります。
2. 監査役石原靖議及び渡辺廣之の両氏は、社外監査役であります。
3. 監査役今泉淨氏は、財務経理部門における長年の経験があり、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有しております。

4. 監査役渡辺廣之氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する
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相当程度の知見を有しております。
5. 渡辺廣之氏は大阪証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそ
れのない独立役員であります。

(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 人 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
(うち社外取締役)

７名
(１名)

28,329千円
(600千円)

監 査 役
(うち社外監査役)

３名
(２名)

7,740千円
(3,510千円)

合 計 １０名 36,069千円

(注) 上記のほか、使用人兼務取締役の使用人分給与（賞与を含む。）を４名32,637千円支給し
ております。

(3) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

社外取締役の福永健司氏は株式会社トランスジェニックの代表取締役社長及び福永公認

会計士・税理士事務所代表であります。なお、当社と株式会社トランスジェニックは包括

的業務提携契約を締結しており、取引関係があるとともに、抗体に関する事業において競

業関係にあります。また、当社と福永公認会計士・税理士事務所との間に関係はありませ

ん。

② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 福 永 健 司
当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回に出
席し、主に経営面での発言を行っております。

社外監査役

石 原 靖 議
当事業年度に開催された全ての取締役会及び監査役会
に出席し、主に営業面での発言を行っております。

渡 辺 廣 之
当事業年度に開催された全ての取締役会及び監査役会
に出席し、主に財務面での発言を行っております。
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4. 会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

区 分 金 額

① 当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 18,750千円

② 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額

18,750千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と
金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、かつ、実質的にも区
分できないことから、上記①の金額はこれらの合計額を記載しております。

(3) 責任限定契約の内容の概要

当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づ

く賠償責任限度額は、金25,000千円と法令の定める最低責任限度額とのいずれか高い金額と

なります。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

会社都合の場合のほか、当社監査役会は、当該会計監査人が会社法第340条第１項各号に

定める解任事由に該当する状況にあり、かつ、改善の見込みがないと判断した場合、もしく

は、監督官庁から監査業務停止処分を受ける等、当社の監査業務に重大な支障をきたす事態

が生じた場合には、取締役会に対して会計監査人の解任又は不再任に関する議案を株主総会

に付議するよう請求いたします。

5. 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

毎月開催される取締役会には、原則として全ての役員が出席するものとし、各取締役は職

務の執行状況について報告し、出席監査役は各取締役の業務執行状況を監督する。また、監

査役による日常の業務監査によって、取締役の職務の執行が法令及び定款に反していないか

監視する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報及び文書については、文書管理規程に従い適切に保存及び

管理を行い、取締役及び監査役が常時閲覧できる体制とする。また、必要に応じて運用状況

の検証、各規程等の見直しを行うものとする。
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(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

内部監査責任者である内部監査室長をリスク管理責任者とし、部署横断的なリスク管理体

制を構築する。内部監査の結果、損失の危険のある業務執行行為が発見された場合には、発

見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等について、直ちにトップマネジメン

ト、担当部署及び監査役に通報される体制とする。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

経営計画のマネジメントについては、経営理念及び経営基本方針に基づき毎年策定される

年度事業予算及び中期経営計画に従い、各業務執行ラインにおいて目標達成のための活動を

行うものとする。また、経営目標が当初の予定通りに進捗しているか、業績報告を通じて定

期的に検証を行う。

業務執行のマネジメントについては、取締役会規程において定められている事項及びその

付議基準に該当する事項については全て取締役会に付議することを遵守し、その際には経営

判断の原則に基づき、事前に議題に関する十分な資料が全役員に配布される体制をとるもの

とする。

日常の職務遂行に際しては、職務権限規程、業務分掌規程等に基づき権限の委譲が行わ

れ、各レベルの責任者が意思決定ルールに従い業務を遂行するものとする。

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

全使用人に法令及び定款の遵守を徹底させるため、代表取締役社長をコンプライアンス委

員長とし、内部通報制度を構築する。万一コンプライアンスに疑義のある行為が発生した場

合には、その内容及び対処案がコンプライアンス担当役員を通じてトップマネジメント、取

締役会及び監査役に報告される体制を構築する。また、各担当取締役はそれぞれの部署にお

いて適切な研修体制を構築し、内部通報窓口のさらなる周知徹底を図るものとする。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項

内部監査を担当する内部監査室を監査役の職務を補助すべき部署とし、監査役の求めに応

じて内部監査スタッフがその任に当たる。

(7) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人の任命、異動等については、事前に監査役会の同意を得

るものとする。また、当該使用人の人事評価に際しては、監査役の意見を聴取するものとす

る。

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて必要な報告及び情報提供を行うものとする。
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なお、当該報告及び情報提供の主なものは、次のとおりとする。

① 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実

② 内部統制システム構築に関わる部門の活動状況

③ 内部監査部門の活動状況

④ 重要な会計方針、会計基準及びその変更

⑤ 業績及び業績見込の発表内容、重要開示書類の内容

⑥ 内部通報制度の運用及び通報の内容

⑦ 稟議書及び監査役から要求された会議議事録の回付の義務付け

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役、内部監査人及び監査法人の三者による意見交換会を定期的に開催するものとす

る。また、監査役は、必要に応じて外部専門家の意見を聴取する機会を与えられるものとす

る。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告に記載の金額、数値及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。また、
比率は表示単位未満を四捨五入しております。
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貸 借 対 照 表
（平成25年３月31日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,278,985 流 動 負 債 241,864

現 金 及 び 預 金 836,809 買 掛 金 9,154

受 取 手 形 28,019 短 期 借 入 金 100,000

売 掛 金 164,660 一年内返済予定長期借入金 48,864

商 品 14,618 未 払 金 40,834

製 品 38,952 未 払 法 人 税 等 12,882

原 材 料 58,284 未 払 消 費 税 等 7,277

仕 掛 品 125,703 前 受 金 2,935

貯 蔵 品 6,919 預 り 金 6,626

そ の 他 5,016 賞 与 引 当 金 13,194

固 定 資 産 1,335,092 そ の 他 95

有 形 固 定 資 産 961,888 固 定 負 債 125,011

建 物 516,440 長 期 借 入 金 123,915

構 築 物 8,786 退 職 給 付 引 当 金 1,096

機 械 及 び 装 置 6,058 負 債 合 計 366,875

工 具 器 具 及 び 備 品 67,805 純 資 産 の 部

土 地 362,687 科 目 金 額

そ の 他 109 株 主 資 本 2,259,453

無 形 固 定 資 産 40,608 資 本 金 1,571,810

特 許 権 2,933 資 本 剰 余 金 491,753

ソ フ ト ウ ェ ア 36,560 資 本 準 備 金 491,753

そ の 他 1,114 利 益 剰 余 金 195,905

投 資 そ の 他 の 資 産 332,596 そ の 他 利 益 剰 余 金 195,905

投 資 有 価 証 券 288,337 繰 越 利 益 剰 余 金 195,905

関 係 会 社 株 式 1,082 自 己 株 式 △16

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 2,997 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △12,250

長 期 前 払 費 用 3,699 その他有価証券評価差額金 △12,250

保 険 積 立 金 35,963

そ の 他 516 純 資 産 合 計 2,247,202

資 産 合 計 2,614,078 負 債 及 び 純 資 産 合 計 2,614,078
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損 益 計 算 書
（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 800,081

売 上 原 価 323,066

売 上 総 利 益 477,015

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 468,496

営 業 利 益 8,518

営 業 外 収 益

受 取 利 息 464

為 替 差 益 1,055

販 売 契 約 一 時 金 70,000

そ の 他 2,526 74,046

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,582

支 払 保 証 料 431

そ の 他 103 2,117

経 常 利 益 80,448

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 85,663 85,663

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 2,398

固 定 資 産 除 却 損 600 2,998

税 引 前 当 期 純 利 益 163,112

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,034

当 期 純 利 益 153,077
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株主資本等変動計算書
（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

(単位：千円)

残 高 及 び 変 動 事 由

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他
利益
剰余金

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金

当 期 首 残 高 1,571,810 491,753 491,753 42,828 42,828

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 － 153,077 153,077

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額）

－ －

　 当 期 変 動 額 合 計 － － － 153,077 153,077

当 期 末 残 高 1,571,810 491,753 491,753 195,905 195,905

(単位：千円)

残 高 及 び 変 動 事 由

株 主 資 本 評価･換算差額等

純資産
合計自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価･換算
差額等
合計

当 期 首 残 高 △16 2,106,375 △13,406 △13,406 2,092,968

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 153,077 － 153,077

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額）

－ 1,156 1,156 1,156

　 当 期 変 動 額 合 計 － 153,077 1,156 1,156 154,234

当 期 末 残 高 △16 2,259,453 △12,250 △12,250 2,247,202
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

　 関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

　 時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

3. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

① リース資産以外の有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 10～50年

機械及び装置 ４～８年

工具、器具及び備品 ３～18年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以降に取得した有形

固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、この変更による当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影

響は軽微であります。

② リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。

(3) 長期前払費用

均等償却によっております。
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なお償却期間については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として計上しております。

5. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することと

しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上して

おります。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における簡便法による退職給付債務及び年

金資産残高に基づき計上しております。

6. 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,208,442千円
2. 関係会社に対する金銭債権 6,993千円
3. 関係会社に対する金銭債務 4千円

(損益計算書に関する注記)

関係会社との取引高

営業取引以外の取引 90千円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 当事業年度末における発行済株式の種類及び数

　 普通株式 616,400株
2. 当事業年度末における自己株式の種類及び数

　 普通株式 14株
3. 配当に関する事項

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金
の総額
(千円)

１株当た
り配当額

(円)
基 準 日 効力発生日

平成25年6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 30,819 50.00 平成25年3月31日 平成25年6月28日
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(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産
　 賞与引当金損金算入限度超過額 4,981千円
　 退職給付引当金損金算入限度超過額 387千円
　 減価償却超過額 1,481千円

投資有価証券評価損 10,231千円
たな卸資産評価損 9,284千円
繰越欠損金 302,185千円
減損損失 1,131千円
その他 1,083千円

繰延税金資産小計 330,766千円
評価性引当額 △330,766千円

繰延税金資産合計 －千円

(リースにより使用する固定資産に関する注記)

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備、ソフトウェア等の一部につい

ては、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月

31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

り、その内容は以下のとおりであります。

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高

相当額

取得価額相当額
(千円)

減価償却累計額
相当額
(千円)

期末残高相当額
(千円)

機 械 及 び 装 置 3,984 3,984 －

工 具 器 具 及 び 備 品 10,128 10,128 －

ソ フ ト ウ ェ ア 12,288 12,288 －

合 計 26,400 26,400 －

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法により算定しております。

2. 未経過リース料期末残高相当額

１年内 －千円
１年超 －千円

　合計 －千円

3. 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 2,386千円
減価償却費相当額 2,386千円

4. 減価償却費相当額の算定方法
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リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

5. 減損損失について

リース資産に配分された減損損失はありません。

(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については主に短期的な預金等を利用し、資金調達については銀行借入

による方針です。またデリバティブを組み込んだ複合金融商品を利用しておりますが、投機

的な取引は行わない方針です。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海

外の取引先に対する外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒されております。投資有価

証券は、価格変動リスクのある投資信託、デリバティブを組み込んだ複合金融商品、当社業

務に関連のあるベンチャー企業の株式等であります。投資信託は市場価格のリスクに晒され

ており、複合金融商品は為替変動等のリスクに晒されており、株式は上場株式ではないため

価格変動リスクはないものの、純資産額の低下による評価損計上のリスクに晒されておりま

す。また、関係会社に対し、長期貸付を行っております。

営業債務である買掛金は、そのすべてが１年以内の支払期日であります。また、その一部

には、原料等の仕入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。

借入金は、短期借入金及び長期借入金で、運転資金及び事業拡大に伴う投資資金の増加へ

の対応に係る資金調達であります。支払金利は固定金利及び変動金利であります。固定金利

による借入については金利の変動リスクには晒されておりませんが、変動金利による借入に

ついては金利の変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権については、当社の販売管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び

残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を毎期ごとに把握する体制としており、

財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引については、取引相手を信用力の高い金融機関に限定しているため信

用リスクはほとんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、外貨建ての営業債権債務について、外貨建ての債権債務の金額が大きくないた

め、デリバティブを使用したリスクヘッジを行っておりませんが、原則として債務につい

ては債務の発生翌月に支払を行うことによりリスクを最小限に抑えるよう努めております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を確認し、帳簿価格との

差額の把握に努めており、継続保有について見直しを行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告等及び入金の状況に基づき、適時に資金繰計画を作成・更新

し、手許流動性の維持に努めることで、流動性リスクを管理しております。
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めて

おりません（(注2)を参照ください。）。

貸借対照表
計上額
（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

(1) 現 金 及 び 預 金 836,809 836,809 －

(2) 受 取 手 形 28,019 28,019 －

(3) 売 掛 金 164,660 164,660 －

(4) 投 資 有 価 証 券

　 そ の 他 有 価 証 券 282,337 282,337 －

(5) 長期貸付金（一年内回収予定額含む） 6,993 6,980 △13

資 産 計 1,318,820 1,318,808 △13

(1) 買 掛 金 9,154 9,154 －

(2) 短 期 借 入 金 100,000 100,000 －

(3) 長期借入金(一年内返済予定借入金含む) 172,779 172,751 △27

(4) リ ー ス 債 務 92 92 －

負 債 計 282,026 281,998 △27

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブに関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び(3) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(4) 投資有価証券

時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

(5) 長期貸付金

当社では、長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リス

ク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッド

を上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負債

(1) 買掛金、(2)短期借入金及び(4)リース債務

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
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額によっております。

(3) 長期借入金

時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

組込デリバティブ取引については、時価の測定を合理的に区分できないため、当該複合金融

商品全体を「資産(4) 投資有価証券」に含めて記載しております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分
貸借対照表計上額

（千円）

非 上 場 株 式 7,082

(注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 (単位：千円)

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現 金 及 び 預 金 836,362 － － －

受 取 手 形 28,019 － － －

売 掛 金 164,660 － － －

投 資 有 価 証 券

その他有価証券のうち満期があるもの(その他) － 282,337 － －

長 期 貸 付 金 3,996 2,997 － －

合 計 1,033,038 285,334 － －

(注４) 買掛金、長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額 (単位：千円)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

買 掛 金 9,154 － － － － －

短 期 借 入 金 100,000 － － － － －

長期借入金（一年内返済予定借入金含む) 48,864 46,644 42,284 20,004 14,983 －

リ ー ス 債 務 92 － － － － －

合 計 158,111 46,644 42,284 20,004 14,983 －

(持分法損益等に関する注記)

1. 関連会社に関する事項

関連会社はありますが、利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるた

め記載を省略しております。

2. 開示対象特別目的会社に関する事項

― 20 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2013年05月22日 18時16分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.40 20120314_01）



当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。

(関連当事者との取引に関する注記)

当社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等

種 類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

主 要 株 主
(個人)及び
その近親者
兼役員及び
その近親者

清藤 勉 － －
(被所有)
直接
18.23

債務被保証

当社借入

債務に対

する被保

証 ※

172,779 － －

(注) １．上記の取引金額には消費税等は含まれておりません。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

※ 当社は銀行借入の一部に対して、主要株主兼役員である清藤勉より債務保証を受
けております。なお、保証料の支払は行っておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 3,645.77円
2. １株当たり当期純利益 248.34円

(重要な後発事象に関する注記)

・株式会社スカイライト・バイオテックの株式取得及び簡易株式交換による完全子会社化につい

て

当社は、平成25年５月13日開催の取締役会において、株式会社スカイライト・バイオテック

（以下「SLB社」という）の株式を取得し、その後、当社を完全親会社、SLB社を完全子会社とす

る簡易株式交換を行うことを決議し、同日付で株式譲渡契約及び株式交換契約をそれぞれ締結い

たしました。

1. 本取引の目的

当社は、研究開発型企業として、特色のある抗体を創出する技術基盤を有しており、研究用試

薬、体外診断用医薬品、医薬品シーズの創出及び遺伝子組換えカイコによるタンパク質生産など

の事業を展開しております。

このうち、研究用試薬における具体的な研究開発において、近年特に、生活習慣病領域におけ

る糖尿病や脂質代謝異常などの研究開発に役立つ、世界でも類を見ない新しい製品の創出を戦略

的に注力しており、既にヒト、マウス、ラット用の「活性型GIP測定キット」の発売、ヒト

「ApoB-100測定キット」の発売、「血管内皮リパーゼ測定キット」の発売、「肝性リパーゼ測定キ

ット」の発売などの製品の上市を行ってまいりました。

一方、SLB社は、生活習慣病領域での創薬・研究支援に加え予防・診断支援などに特化した事

業を行っております。特に、世界で唯一の高感度ゲルろ過高速液体クロマトグラフィーを用いた

血中リポタンパク質プロファイリングサービス「LipoSEARCH®」は、最先端の脂質代謝解析技術と

して、当領域の専門研究機関・製薬企業・食品企業における研究・開発及び創薬支援として広く
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利用されております。

本「LipoSEARCH®」は、血中の各リポタンパク質の粒子サイズを分画した波形データ（クロマト

グラム）を提供する事により、病態や薬剤投与の影響によるリポタンパク質プロファイル全体の

変化を視覚的に捉えることを可能としております。またSLB社は、生活習慣病関連に係わる各種

バイオマーカー測定の受託サービスも提供しており、本領域での新たな疾患マーカーの探索や、

食品素材の機能性に関する研究等に対する総合的な支援を推進しております。さらに、伴侶動物

（ペット）向けの脂質代謝関連疾患検査サービス「LipoTEST®」を動物病院の獣医師様を経由して

飼い主様に提供しております。このように、SLB社はヒトから伴侶動物に至るまで、本領域での

豊富な研究ネットワークを有して、総合的な支援を通じた医療貢献を目指しております。

当社は、生活習慣病が社会問題となる中、今後も同領域での創薬・研究支援に加え予防・診断

支援などの需要が、急速に増加するものと考え、SLB社の全株式を取得することにいたしました。

また、当社の同領域におけるメカニズムの解明を目的とした研究開発とSLB社の最先端の脂質代

謝解析技術を活用し、同領域での未知への解明に挑み、予防医学・健康医学に貢献することで当

社の企業価値の向上を目指してまいります。

取得後は、早期にシナジー効果が発揮できる体制を構築し、専門研究機関のユーザー様を中心

に本活動をより強力に推進し、当社グループ業績の一層の拡大を目指してまいります。

2. 本株式取得の概要及び日程

(1) 本株式取得の日程

株式取得承認取締役会（当社） 平成25年５月13日

株式譲渡契約書締結（両社） 平成25年５月13日

株式取得日 平成25年６月20日（予定）

(2) 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況

① 異動前の所有株式数 0株（議決権の数： 0個） （議決権所有割合:0.0％）
② 取得株式数 12,838株（議決権の数:12,838個） （取得価額:157百万円）
③ 異動後の所有株式数 12,838株（議決権の数:12,838個） （議決権所有割合:58.30%）

3. 本株式交換の概要及び日程

(1) 本株式交換の日程

株式交換契約締結承認取締役会（当社） 平成25年５月13日

株式交換契約書締結（両社） 平成25年５月13日

株式交換契約承認臨時株主総会（SLB社） 平成25年５月29日

株式交換効力発生日 平成25年７月１日（予定）

(2) 本株式交換に係る割当ての内容

株式交換比率 SLB社の株式１株に対して、当社の普通株式0.47株を割当て交付いたしま

す。なお、上記株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社

協議の上、変更することがあります。

4. 本株式交換当事会社の概要（平成24年６月30日現在）

(1) 名 称 株式会社スカイライト・バイオテック
(2) 所 在 地 秋田県秋田市飯島字砂田100-4
(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 中嶋 拓史
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(4) 事 業 内 容 最先端の脂質代謝解析技術による生活習慣病領域の研究・創薬支援

と予防医療支援サービスの提供
(5) 資 本 金 58百万円
(6) 設 立 年 月 日 平成14年８月28日
(7) 発 行 済 株 式 数 22,021株（潜在株式含む）
(8) 決 算 期 ６月30日
(9) 従 業 員 数 ８名
(10) 主 要 取 引 先 国内外の大手製薬企業等
(11) 主 要 取 引 銀 行 株式会社三井住友銀行
(12) 大株主及び持株比率 あきたアカデミーベンチャー育成投資事業有限責任組合 24.07％

Xseed High Growth投資事業有限責任組合 18.16％

中嶋 拓史 10.22％

プロメテウス第１号投資事業組合 8.40％

投資事業有限責任組合アステック･テクノロジー･インキュベーショ

ン･ファンド 6.63％
(13) 当事会社間の関係 資本関係 該当事項はありません。

人的関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。
(14) 最近３年間の経営成績及び財政状態

決 算 期
平成22年
６月期

平成23年
６月期

平成24年
６月期

純 資 産 (百万円) 69 73 83

総 資 産 (百万円) 81 86 98

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 3,367.80 3,558.42 4,058.99

売 上 高 (百万円) 106 120 126

営 業 利 益 (百万円) 0 9 7

経 常 利 益 (百万円) 0 9 10

当 期 純 利 益 (百万円) 0 3 10

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 5.11 190.62 500.56

１ 株 当 た り 配 当 金 (円) － － －

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表に記載の金額は、表示単
位未満を切り捨てております。
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成25年５月17日

株式会社免疫生物研究所
　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 島 茂 喜 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 桂 川 修 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社免疫生物研究所の平
成24年４月１日から平成25年３月31日までの第31期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を
行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
強調事項
重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成25年５月13日開催の取

締役会において、株式会社スカイライト・バイオテックの株式を取得し、その後、会社を完全
親会社、同社を完全子会社とする簡易株式交換を行うことを決議し、同日付で株式譲渡契約及
び株式交換契約をそれぞれ締結した。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第31期事業年度の取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び
使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた
しました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に
基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討い
たしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算
書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属
明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内
部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成25年５月20日
株式会社免疫生物研究所 監査役会

常勤監 査 役 今 泉 淨 ㊞
社外監 査 役 石 原 靖 議 ㊞
社外監 査 役 渡 辺 廣 之 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つとして認識し、強固な経営基盤の

確保、安定収益及び自己資本利益率の向上に努め、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本

方針としております。また、内部留保については、さらなる収益力の強化及び企業価値の向上

に資するための様々な投資資金として活用していく所存です。

当事業年度の剰余金の配当については、当社の創立３０周年（1982年９月創立）にあたり記

念配当として１株当たり50円といたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金50円 総額30,819,300円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成25年６月28日
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第２号議案　取締役７名選任の件

取締役全員７名が本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役７名の

選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社の株式数

１
清
せ い と う

藤　 勉
つとむ

(昭和19年９月29日生)

昭和39年９月 国立がんセンター研究所病理学部
技官

112,370株

昭和50年４月 新潟大学医学部第１病理学教室技
官

昭和53年９月 株式会社日本抗体研究所入社
昭和57年９月 当社設立 代表取締役社長(現任)
平成13年３月 株式会社ジーンテクノサイエンス

設立 代表取締役
平成21年４月 当社代表取締役社長兼営業本部長
平成21年８月 株式会社ネオシルク代表取締役
平成23年６月 株式会社トランスジェニック社外

取締役(現任)

２
木
き の し た

下　憲
の り あ き

明

(昭和32年９月７日生)

昭和56年４月 大阪大学医学部附属病院中央臨床
検査部勤務

1,630株

平成元年４月 ダコ・ジャパン株式会社入社
平成12年１月 当社入社
平成13年３月 当社製造部兼学術・企画部長
平成13年６月 当社取締役製造部長兼学術・企画

部長
平成16年１月 当社取締役開発・企画部長
平成16年６月 当社取締役営業開発部長
平成16年12月 当社常務取締役
平成17年６月 当社常務取締役営業本部長
平成19年５月 当社取締役営業推進部長
平成20年６月 当社執行役員経営企画室長
平成22年６月 当社取締役製造・商品開発部長兼

経営企画室長(現任)

３
前
ま え だ

田　雅
ま さ ひ ろ

弘

(昭和32年10月15日生)

昭和57年４月 株式会社ニチレイ入社

1,310株

昭和61年４月 東海大学医学部移植学教室出向
平成元年９月 米国ホワイトヘッド生物医学研究

所出向
平成６年４月 当社入社
平成13年４月 当社研究開発部長
平成13年６月 当社取締役研究開発部長
平成19年５月 当社取締役製造開発部長
平成22年６月 当社取締役研究開発部長
平成24年３月 当社取締役研究開発部長兼遺伝子

組換えカイコ事業部長(現任)
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社の株式数

４
中
な か が わ

川　正
ま さ と

人

(昭和37年８月５日生)

昭和58年４月 株式会社ウェッズ入社

630株

平成15年４月 同社経理部長
平成19年10月 当社入社
平成20年４月 当社財務経理部長
平成20年６月 当社取締役財務経理部長兼社長室

長
平成22年６月 当社取締役財務経理部長(現任)

５
小 野 寺 昭 子
お の で ら しょうこ

(昭和36年５月15日生)

昭和60年４月 当社入社

4,000株

平成13年４月 当社総務・経理部長
平成13年６月 当社取締役総務・経理部長
平成16年６月 当社取締役管理部長
平成18年６月 当社取締役人事総務部長
平成19年10月 当社取締役管理部長
平成20年６月 当社執行役員人事総務部長兼内部

監査室長
平成23年６月 当社取締役人事総務部長兼内部監

査室長（現任）

６
宗
む な か た

像　発
は つ あ き

秋

(昭和23年２月17日生)

昭和45年４月 山一證券株式会社入社

100株

平成10年４月 フェニックス・キャピタル・マネ
ジメント株式会社投資業務部長

平成13年６月 信金キャピタル株式会社取締役投
資部長

平成13年６月 当社取締役
平成17年６月 当社取締役退任
平成20年７月 当社顧問
平成21年６月 日水製薬株式会社社外監査役（現

任）
平成22年６月 当社取締役（現任）

７
福
ふ く な が

永　健
け ん じ

司

(昭和44年８月13日生)

平成５年10月 監査法人トーマツ(現有限責任監
査法人トーマツ)入所

－株

平成９年６月 公認会計士登録
平成15年５月 トーマツベンチャーサポート株式

会社取締役
平成18年８月 福永公認会計士・税理士事務所開

設 代表(現任)
平成21年６月 株式会社トランスジェニック取締

役
平成22年６月 同社代表取締役社長(現任)
平成23年６月 当社社外取締役(現任)

(注) 1. 取締役候補者のうち当社との間に特別の利害関係を有する者は次のとおりでありま
す。
福永健司氏は、株式会社トランスジェニックの代表取締役社長を兼務しており、当社

は同社と包括的業務提携を行っております。また、同社は当社と取引関係があるととも
に、抗体に関する事業において競業関係にあります。
2. 福永健司氏は社外取締役候補者であります。社外取締役候補者として選任した理由
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は、競業関係にある株式会社トランスジェニックの代表取締役社長を務めていることか
ら経営面での知見を有しており、また公認会計士としての経験・識見が豊富であること
から社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しており、社外取締役
として選任をお願いするものであります。なお、同氏の当社社外取締役就任期間は本定
時株主総会終結の時をもって２年となります。

以 上
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第一病院

高崎環状線

緑町

問屋町入口

問屋町

貝沢町

上大類町

北高崎駅

アサヒ商会

デニーズ 交番

群馬銀行

レクサス

高
崎
環
状
線

高
崎
問
屋
町
駅

ビエント高崎

株主総会会場ご案内図

株主総会は、ビエント高崎６０２号室で開催いたしますので、ご出席の際は下記の案内図をご

参照ください。
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